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分会校長交渉に続き、教育長と議論 
　　－高教組当初予算教育長交渉　　10月15日（木）16：30～　県庁別館教育委員室

人事院勧告（月例給）　　　　　　　　　　10月28日（水）
大分県人事委員会勧告（月例給を除く）　　10月28日（水）
ろうきんからお知らせ

今号の掲載内容（掲載順）

分会校長交渉に続き、教育長と議論
高教組　当初予算教育長交渉　10月15日（木）16：30～　県庁別館教育委員室

　各分会での
校長交渉実施
を背景に、当
初予算教育長
交渉を行いま
した。今交渉
では、生徒の

進路保障や教育活動を保障するための予算、教職員の諸権
利保障などについて、参加者から多くの発言がありまし
た。教育長には私たちの要求を関係各課に確実に伝え、改
善を図ることを強く求めました。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　まず各分会から出された「当初予算に向けた分会要求」
一覧を手交した後、大野委員長は、「来年の入学定員を配
慮していただいたように、今後も少人数学級をすすめてほ
しい。コロナが終息したとしても以前の状況に戻るのがい
いのかどうか、新しい形を模索していかなければならな
い。」と述べました。これを受け、工藤教育長は「コロナ
対策を様々行ってもらっていることに感謝する。このよう
な中ではあるが、「働き方改革」については今までと何ら
変わりはなくとりくむ必要がある。部活動や30人学級につ
いても現場にとっていい方向になるよう対応していく。」
と応え議論を行いました。

高教組からの主な主張
超勤問題　超勤時間の前年度との数値比較が可能になり、
状況として昨年度より減少傾向が見られる。しかし、適切
な運用が学校によってできていなかったり、勤務時間前の

時間が数値に入っていなかったりするのは、正確な時間把
握ができているとは言えない。「１年単位の変形労働時間
制」のこともあり、正確な超勤実態の把握が必須であると
考える。一方管理職の中には「上限規制」の意識が欠けて
いる人や、超勤縮減は教職員の意識の問題であると考えて
いる人もいる。重要なのは、管理職が業務削減をどれだけ
真剣に考えているかであり、実際具体的に変化したものが
なければ、私たちには業務削減が図られたという意識が生
まれてこない。
特別支援教育　第３次特別支援教育推進計画について、改
めて私たちの意見をしっかり聞いてもらいたいことをお願
いする。別府の再編に関することや2022年度に開設する高
等支援学校の件などもぜひ私たちの意見も参考にしていた
だきたいし、具体的な案を出す前に何らかの形でその内容
を示してもらいたい。

教育長冒頭口頭回答（抜粋）
★�教職員の健康保持・増進：高ストレス該当者が早期
に医師面談が受けられるよう早期対応に努めている。
ストレスチェックの集計・分析結果を各学校に提供
し、働きやすい職場になるよう努める。
★�旅費：臨時職員の赴任旅費は、この４月から正規職
員と同様になった。他の必要な予算についても確保
に努力する。
★�施設設備：休養室等の整備については、大規模改修
の際、学校の要望を聞きながら行っている。
★�各種休暇等：国や他県の動向を見守りながら対応し
ていきたい。
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　また、「合理的配慮」についても今まで通り、施設・設
備面も含め、学校現場の要求に応えられるような努力を引
き続き行っていただきたい。
臨時的任用職員・会計年度任用職員の待遇改善　臨時的任
用職員について、休暇制度が昨年度までのままというのは
新しい制度にふさわしくないことは改めておさえておく。
教育委員会が主体的な役割を担って、早急に正規職員と変
わらない制度になるよう動いてほしい。会計年度任用職
員について、特に現業職員の待遇を危惧していたが、実際
に今年度が始まってその不安が的中した形になってしまっ
た。勤務時間や勤務日数など根本的なところからの再考が
必要であると考える。事務的協議を通じて解決に向けた議
論を早く行うことを望む。
コロナ禍における負担軽減　前年度末から現在に至るま
で、現場の教職員は今まで経験したことのない対応に追わ
れ、身体的・精神的にかつてない大きな負担を感じてい
る。感染防止に関わる物資の予算措置やスクールサポート
スタッフ等の人的配置も行っていただいたが、問題が解決
したわけではない。今後も新型コロナウイルスの感染状況
を踏まえた対応を行い、現場の負担軽減が図られるような
対処をお願いする。

参加者の声
○�超勤時間が月80時間を超えている人がいない学校もあ
る。このような例を是非情報共有してほしい。
○�新しく入ったスクールサポートスタッフの中に、一日中
常に消毒をしている人がいると聞く。健康面が心配であ
る。
○�臨時司書には積み重ねてきたスキルがあり、出産等で一
時現場を離れたとしても問題なく復帰できるような配慮
を求める。
○�非常勤講師は授業時間だけ拘束されているわけではな
い。他の仕事の部分も配慮した待遇改善を求める。

○�会計年度任用職員の調理員
において、勤務日数の関係
で生徒が登校しているにも
かかわらず出勤できない状
況が起こっている。根本的
な解決が必要である。
○�休暇制度が充実していれば
人も集まってくる。家族の
看護休暇が新設されれば孫
にも対応でき、介護休暇で
はまかなえないところにも
利用できる。
○�もう・ろう学校の新しい寄宿舎について、建物内が狭い
こともあり危険がある。事故等が起こらないよう教職員
の定員を確保することを強くお願いする。
○�部活動の今後の方向について、議論する場を設け、ある
べき姿をしっかり考える必要がある。
○�消毒作業を含む感染防止対策は負担が大きい。統一した
やり方等を示してもらえば、少しはその負担を軽減でき
る。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　要望事項については、その背景にある現場実態を教育人
事課長へ訴え、関係各課へしっかりと伝えることを確認し
て、交渉の全てを終了しました。

人事院は10月28日、国会と内閣に対して残されていた国家公務員の月例給について、据え置きの報告を行いました。
先日の一時金についてはマイナス勧告となり厳しい状況が危惧されていましたが、月例給については４月分との比較とい
うこともあり、引き下げには至らなかったものと推測します。これを受けて大分県人事委員会も月例給についての勧告・
報告を出すことになりますが、いつになるかは現時点では不明です。

報告の骨子
○　今回の報告のポイント
　月例給の改定なし
　　�民間給与との較差（△0.04％）が極めて小さく、俸給表および諸手当の適切な改定が困難であることから、月

例給の改定を行わない。

人事院が月例給について報告
2013年以来７年ぶりの据え置き-10/28
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１　民間給与との比較
　約12,000民間事業所の約43万人の個人別給与を実地調査（完了率80.2％）
　�公務と民間の４月分給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士を比
較
　　○　民間給与との較差　　△164円　△0.04％
　　　　〔行政職（一）…現行給与408,868円　平均年齢43.2歳〕
２　改定方針
　民間給与との較差が極めて小さく、俸給表および諸手当の適切な改定が困難であることから、月例給の改定を行わない。

　大分県人事委員会は10月28日13時、知事と県議会議長に対して「職員の給与等に関する報告および勧告」を行いました。
人事院にならって一時金のみの勧告を行い、内容も同様に0.05月の引き下げという勧告でした。月例給については後日改め
ての勧告になりますが、現時点ではいつになるかはわかっていません。他の報告事項としては、９月４日に両教組による
「教職員の勤務実態に関する人事委員会申し入れ」を実施した成果として、引き続き「働き方改革と勤務環境の整備」の
課題の中に、「学校現場における教職員の負担軽減」についての内容が項目立てして盛り込まれました。

〈給与勧告のポイント〉
　　期末・勤勉手当の引下げ（△0.05月分）
　　　月例給については、別途必要な報告・勧告を予定

１　人事委員会勧告制度の基本的な考え方
　�　本委員会は、職員の給与等について、地方公務員法の趣旨を踏まえ、国および他の地方公共団体の職員の給与、民間
の給与、その他の事情を考慮して報告および勧告を実施
２　職員給与と民間給与との比較
　�　企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の県内民間事業所393のうちから無作為に142事業所を抽出し、特別給
等に関する調査を実地によらない方法で先行実施（完了率85.9％）
　　なお、月例給等に関する調査は９月30日まで実施
〈特別給（期末・勤勉手当）〉
　�　昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の特別給の支給実績（支給割合）と職員の年間の期末・勤勉手当の支
給月数を比較

民間の年間支給割合（Ａ） 職員の年間支給月数（Ｂ） 差（Ａ）－（Ｂ）
4.45月 4.50月 △0.05月

３　期末・勤勉手当の改定等
（１）　期末・勤勉手当の改定
　年間支給月数の引下げ4.50月分→　4.45月分（△0.05月分）
　引下げ分については、人事院勧告に準じて期末手当を引下げ

（一般の職員の場合の支給月数）
６月期 12月期

　令和２年度　　　期末手当
　　　　　　　　　勤勉手当

　　　1.30�月（支給済み）
　　　0.95�月（支給済み）

　　　1.25�月（現行1.30月）
　　　0.95�月（改定なし）

　令和３年度以降　期末手当
　　　　　　　　　勤勉手当

　　　1.275月
　　　0.95�月

　　　1.275月
　　　0.95�月

　〔実施時期〕
　　条例の公布日

大分県人事委員会勧告 -10/28
国と同様に一時金を先行勧告 0.05月引き下げ
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　【参考】職員の平均年間給与例（行政職平均年齢42.4歳）
現行 改定後 改定額

5,843,000円 5,825,000円 △18,000円（△0.3％）

（２）　月例給
　職員給与と民間給与における４月分の給与額を比較し、必要な報告・勧告を予定
４　公務運営の改善に関する課題（抜粋）
　�　将来にわたり行政サービスの質を高く維持・向上させるとともに、「新たな日常」を実現するため、新しい働き方・AI
やRPAなど新技術の活用・行政のデジタル化を加速させるための環境整備に併せ、時代に応じた専門知識や課題解決能
力を有する人材育成が必要
　�　職員が能力を十分に発揮できるよう、長時間労働の是正やワーク・ライフ・バランスなど働き方改革のとりくみを引
き続き、推進していくことが極めて重要
　�　公務運営の改善に関する課題について解決に向けたとりくみを進めるとともに、時代にかなった人事施策の策定・推
進にとりくむことが肝要
（３）　働き方改革と勤務環境の整備
　○長時間労働の是正
　　�　感染症に伴う新しい働き方や民間労働法制の改正等を踏まえ、長時間労働の是正に向け、より一層、実効性あると

りくみを推進していくことが必要
　　�　組織全体として業務量削減や事務事業の見直しに加え、新技術を活用した業務の効率化にとりくんだ上で、業務量

に応じた適正な職員配置に努め、強いとりくみ姿勢をもって業務の合理化・効率化を行うことが必要
　　�　年次有給休暇の取得しやすい環境をより一層整備し、引き続き計画的・連続的使用の促進に努めることが必要
　○学校現場における教職員の負担軽減
　　�　公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部改正や文部科学省の指針等を踏まえ、市町

村教育委員会等と連携・協力しながら、教職員の負担軽減に積極的にとりくんでいくことが必要
　○仕事と家庭の両立支援
　　�　女性、男性を問わず、育児・介護の事情を抱えた職員が意欲をもって職務に従事できるよう、職場全体において仕

事と育児・介護の両立を尊重する環境づくりを進め、両立支援制度が適正に活用されるよう支援していくことが重要
　○会計年度任用職員の勤務環境の整備
　　�　令和２年４月から会計年度任用職員制度の運用が開始されたところであり、会計年度任用職員が十分に能力を発揮

できるよう、引き続き、国や他の地方公共団体の非常勤職員等との権衡に留意しながら、適正な任用・勤務条件等を
確保することが重要

ろうきん連帯基金（エース預金）５年満期のお知らせ

大分県高等学校教職員組合の連帯基金が 2020年12月27日（日）に満期となります。

☆満期金のお支払いは、各自の普通預金口座への振込とさせていただきます。

　　　尚、普通預金口座は、連帯基金に設定されている普通預金口座です。

☆�普通口座を複数所有していて、振込先がご不明の方は、最寄のろうきん支店へ
お問合せください。

☆�設定とは別の口座に振り込みをご希望される方は11月20日までに最寄のろうき
ん支店にてお手続きください。

☆お問い合わせは、ろうきん　各支店まで！！
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